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評価結果の総合分析「長期間にわたる技術協力～技術教育分野～」 
調査結果の要約 

1.調査の概要 

1-1 調査の背景と目的 

近年 JICA では、「JICA 協力プログラム」1の定義に基づき「途上国の特定の中長期的な開発

目標の達成を支援するための戦略的枠組み（協力目標とそれを達成するための適切なシナリ

オ）」2による事業実施の強化をすすめている。他方、「JICA プログラム」の構成要素となる個々

のプロジェクトに関しては、従来に比べ事業への投入要素・規模の面でより柔軟な協力を推

進すべく、2002 年に「技術協力プロジェクト」が創設された。しかし、近年の事業予算の縮

減等を反映し、全般的にプロジェクトは小規模化・短縮化される傾向にある。 

本調査は、こうした JICA 援助方針の変容過程を背景として実施された。調査対象分野であ

る技術教育分野には、フェーズを重ね長期にわたって実施されてきたプロジェクトが多くあ

り、それらには、技術教育の中核となる機関の設立からその強化、同機関を中心に周辺諸国

を巻き込んだ広域ネットワークの構築に至るまで継続的に協力してきたものや、中核的な機

関に対するプロジェクト方式技術協力に加えて、無償資金協力や第三国研修3等、複数のスキ

ームを組み合わせたものが含まれる。これら一連の協力は、一般に相手国の技術教育・職業

訓練の改善に大きく貢献してきたと相手国側、日本側の双方で認識されている。しかし、こ

れまでに長期的な協力を構成する個別案件に対する評価は行なわれていても、長期間の協力

を通して発現した効果や発展プロセスの分析は十分になされていないのが現状である。 

 したがって、本調査では、長期間にわたって実施してきた技術教育分野における協力の効

果やプロセスを包括的に分析した上で、期待される開発へのインパクトを特定し、「長期的な

開発視点に基づいたより効果的な協力」のあり方、具体的には、プログラムレベルの目標に

応じた構成プロジェクトの目標設定、案件規模、協力期間の設定等を提言したい。 

 

1-2 調査の対象 

本調査は、長期間にわたり技術協力を実施してきた案件の中から、これまでの協力で比較

的実績が多い高等教育機関（農・工分野）と職業訓練機関を分析の対象とした。便宜上、対

象である高等教育の農・工学分野と従来の職業訓練について、「技術教育分野」と定義し、タ

イ、インドネシア、ケニア、セネガルにおいて実施した技術教育分野の案件を調査対象とし

た（表 1 参照）。 

無償資金協力の案件は、直接の分析対象とはしないが、主に案件間の連携による相乗効果

の発現の観点から必要に応じて分析に加えることとした。 

 

1-3 評価の視点 

 本調査における分析調査では、まず、各事例国の一連の協力を以下の設問に沿って分析し、

それらの結果に対しさらに横断分析を行った。ここでの「長期間にわたる協力だったが故に

                                                        
1 2008 年 10 月 1 日、新 JICA の誕生より、「JICA プログラム」の名称が「JICA 協力プログラムに」となった。 
2 事業評価年次報告書 2007 (国際協力機構 2008) 
3 途上国から日本の資金的、技術的支援を受けて、社会的あるいは文化的環境を同じくする近隣諸国等から研修員を招聘し、

各国の現地事情により適合した技術研修を実施するもの。(JICA 国際協力人材実務ハンドブック 2003) 
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発現した主な成果」とは、「人材及び資金の集中的な投入を以ってしても 1 プロジェクトサイ

クル（本体、延長、フォローアップ協力を含む）の実施のみでは得られなかった成果」を指

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

1-4.調査の実施期間と体制 

 本評価調査では、JICA 評価部が主管とし、JICA 人間開発部、JICA 国際協力人材部、JICA

研究所、外部有識者（アドバイザー）から構成される評価検討会を設置して、2008 年 3 月か

ら 10月にかけて以下の手順と作業により実施した。 

 

              表１評価調査の手順と主な作業 
評価調

査の手

順 

ステップＩ 
（3 月中旬～4 月中旬） 

調査枠組みの策定 

ステップ II 
（4 月中旬～8 月中旬） 

ケーススタディ 

ステップ III 
（8 月中旬～9 月下旬） 

総合分析・提言抽出および報告書作成

主な作

業内容 

・インセプションレポー

ト作成 
・本案件の対象分野（技

術教育・職業訓練）の

概要を把握 

・既存資料のレビュー・整理

および国内インタビュー 
・現地調査実施と調査結果の

纏め（報告書事例部分のド

ラフト作成） 

・総合分析と提言作成 
・報告書ドラフトの作成・提出、得ら

れたコメント・フィードバックを反

映させた報告書最終版を完成 

 

1-5 調査上の制約 

本調査で第一情報源として活用した既存の評価報告書は、案件を個別に評価したものであり、

長期協力の効果分析という観点から作成されているものではない。また、2000 年以前の案件

については、案件要約表の作成の義務付けが徹底されていなかった時期であるため、未作成

のものもあり、報告書が作成されている場合でも、まだ現在ほど評価の質が整う以前のこと

なので、その質にばらつきがあり、例えば評価項目と評価結果が対応していない記述や主観

的な記述がみられる等本調査を実施するに支障となる点があった。そのため、分析に必要な

追加情報を当時の関係者へのインタビューで補完することを試みたが、いずれも案件終了か

ら相当な時間が経過しており、インタビュー結果の信頼性を確保できない場合もあった。ま

た、得られた定性的・定量的データの分量については事例 4 ヶ国で差があり、分析につき質

の均一化をはかる上での制約となった。 

 

 

 

 

分析設問 
1. 長期間にわたる協力だったが故に発現した主な成果は何か。 
（協力対象機関にもたらされた成果と国内あるいは周辺国/地域にもたらされた成果） 

2. 長期間にわたる協力による成果発現の際に共通して見られる貢献要因および阻害要因は何

か。 
3. 長期間にわたる協力によって発現した成果を今後維持していくにあたってのリスク要因は

何か。 
4. 長期間にわたる協力のメリットとデメリットは何か。
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2.個別対象案件の概要 

2-1 タイ国 モンクット王ラカバン工科大学（ケーススタディ１） 

2-1-1 調査の対象 

 対象機関：モンクット王ラカバン工科大学（以下 KMITL） 

 対象案件数：無償資金協力 1 件、技術協力プロジェクト 3 件、第三国研修 2 件 

 対象期間：1978 年～2003 年4 

図 1 タイ（KMITL）における一連の協力 

2-1-2 対象案件の概要 

当該協力対象機関（KMITL）への一連の協力の内容とその変遷の主たる特徴として以下の点が

挙げられる。 

① 新たな教育機関を設置するゼロからのスタート案件。（施設建設と教育課程の設置） 

② 48 年間にわたる協力は非連続の 4 つの技プロを軸としたスキーム間連携で構成。 

③ 施設・設備・機材の整備・改善は、全期間を通じ重視。教育課程の設置や強化に連動す

る形で機材整備を推進。 

④ 案件を重ね、協力対象とする教育段階が上位に移行。（ディプロマ→学士→修士・博士） 

⑤ 教育活動の拡充重視（カリキュラム編成・改訂、教材作成）から研究所設置を含む研究

機能の強化活動への移行 

⑥ 一連の協力終了後、それまでの協力の成果を活用し広域案件へ方向転換。 

 

2-1-3 長期間にわたる協力であったが故に発現した成果 

KMITL にもたらされた成果を「アウトカム」レベル（対象機関）と「インパクト」レベル

                                                        
4日本は、協力対象機関であるモンクット王ラカバン工科大学（以下 KMITL）に対し、その前身機関である「電気通信訓練

センター」への支援を含め、48 年間にわたり協力を実施してきた。「電気通信訓練センター」は終了から長い時間が経過し

ており、情報収集に極めて制約が係ることから、本調査案件の重点的に分析を行う対象案件から除くこととし、今回は連

続して協力が行われた 1978 年から 2003 年の間を調査の対象期間とした。 

出所：各種資料に基づき作成 
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（国内或いは周辺国/地域）でみた場合、実施した二つの技プロが単独で発現した成果と、長

期間にわたる協力による成果5とを分類すると以下の表 2 の内容となる。 

表 2 アウトカムおよびインパクトの取りまとめ表 
アウトカム：KMITL にもたらされた成果 

技プロ（1）（モンクット王工科大学

ラカバンキャンパス拡充プロジェ

クト）単独で発現した成果 

①電気通信分野（データ処理工学、半導体工学、電子工学）におけるカリキュラムの改訂がな

され、同分野の教育実施体制が強化された。 
②学位取得留学を通じて高位の学位を取得するカウンターパート教員が出始めた。 

技プロ（2）（モンクット王工科大学

ラカバン校拡充計画）単独で発現し

た成果 

①機械工学分野における教育実施体制が整備された。 
②電気通信分野と機械工学分野の修士課程で研究活動が開始された。 

1 プロジェクトサイクルのみでは達

成できなかったと思われる成果 

①技術革新の進歩とともにカリキュラムが更新され、最新の技術が適宜カリキュラムにも反映

されるようになった。 
②必要とされる高位の学位を取得した教員数が確保された。 
③研究機能が整備・強化された（特に機械工学、情報通信分野において）。 
④学位取得留学をした教員が帰国し、組織に定着して中核人材にまで成長した。 

インパクト：国内あるいは周辺国／地域にもたらされた成果 
技プロ（1）（モンクット王工科大学

ラカバンキャンパス拡充プロジェ

クト）単独で発現した成果 

①日系企業等の協力のもと学生に対する奨学金やサマーインターンシッププログラム等が導

入、実施された。 

技プロ（2）（モンクット王工科大学

ラカバン校拡充計画）単独で発現し

た成果 

①民間企業との連携体制（セミナー、研修実施）が確立された（機械工学分野） 
②民間企業からの委託研究を受けるようになった（機械工学分野） 

1 プロジェクトサイクルのみでは達

成できなかったと思われる成果 

①日系企業との連携（セミナー開催、共同研究）が推進された。 
②民間企業からの委託研究実績が増加した（機械工学および情報通信分野）。 
③KMITL の教員が第三国専門家として周辺国（ラオス）に派遣されるまで成長した。 
④アセアン工学系高等教育ネットワークプロジェクト（SEED-Net）でホスト校（留学生受入校）

に選ばれ、その役割を果たすだけの実力を組織として身につけた。 

 

これにより以下の点が明らかになった。 

① アウトカム（組織にもたらされた成果） 

・２つの技プロ（モンクット王工科大学ラカバンキャンパス拡充プロジェクト、モンクット王工科大学ラカバン校拡

充計画）で教育実施体制の整備がなされ、同校における自立発展性がある程度認められた後

も、技プロ（モンクット王工科大学情報通信技術研究センター）により研究機能がさらに強化しこれに

よって同大学における大学院博士課程までの教育・研究機能が整備・強化された6。また民

間企業からの委託研究を取り付けるなど、機械工学分野での民間との連携実績に進展が見

られた。 

② インパクト（組織を超えた成果） 

・先行技プロの実施の初期段階から奨学金、インターンシップ等を通じて日系企業との連

携が進められた。これを契機として、さらに後続技プロ以降、機械工学分野において日

系企業との産学共同研究体制が確立されたことが研究活動の活性化に繋がり、民間企業

との共同研究が推進された。 

                                                        
5 本調査における長期間にわたる協力による成果とは、「人材および資金の集中的な投入を以ってしても 1 プロジェクトサ

イクル（タイの場合は約 5 年）の実施のみでは得られなかった成果」とする。なお、プロジェクトサイクル 2番目もし

くは 3 番目に発現した成果であっても、そのプロジェクトサイクル単独で発現した成果は長期にわたる協力とはみなさ

ない。 
6 KMITL には 1982 年にタイで最初の工学系博士課程が設置されていたが、同課程の卒業者は ReCCIT プロジェクト開始前ま

での間にわずか 1－2 名程度であった（2008 年 6 月 17 日、元 JICA 専門家へのインタビューによる）。 
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・それ以降も協力を継続したことで、教員を第三国専門家として周辺国に派遣できるまで

の機関へと成長し、広域ネットワークにおけるホスト大学として日本と協力して周辺国

域内の人材育成に貢献するに到った。 

 

更に、表 2 の成果をプロジェクトが予期していた成果7と予期していなかった成果8に分類

し、とりまとめた結果が、以下の表 3 である。 
 

表 3 長期間にわたる協力であったが故に発現した主な成果 
 ①アウトカム：KMITL にもたらされた成果 ②インパクト：国内あるいは周辺国／地域にもたらされた成果

③  予期 し

ていた成果 
 タイ国において大学院課程の教育と研究機能

を備えた、工学系トップレベルの大学に成長

した。 

 産業界のニーズにあった卒業生を輩出し続けており、現

在は産業界、政府機関、教育機関で活躍している卒業生

が多い。 
④  予期 し

てい なか っ

た成果 

 国際学会を定期的に企画・実施でき、ReCCIT
運営に必要な経緯費の一部を独自予算で賄え

るほどに運営能力が向上した。 

 日本からの協力を受ける立場から今や近隣国に協力を

行う立場になった。 
 産業界との連携が進み、共同研究や委託研究が行われる

ようになった。 

表 3 に挙げた各成果とその発現に係る貢献要因、阻害要因、および発現した成果維持に対す

るリスク要因を分析した結果、以下の点が挙げられた。 

 

① 貢献要因 

長期間の協力による成果を発現した貢献要因として、他スキーム（無償資金協力、第三

国研修、長期研修制度等）との連携の他、オールジャパン体制（日本人専門家、国内支

援大学、JETRO、現地日系企業を含む）による協力が特記できる。こうした日本側に起

因する要因に加えて、相手国政府の政策的・財政的なコミットメントを得られたことが

現在の協力対象機関の成長につながった。 

② 阻害要因 

他方、協力実施期間中に成果の発現を阻害した要因としては、短期・長期専門家の継続

的派遣が困難であったこと9や育成したカウンターパート教員の離職などが挙げられる。

また、無償資金協力との連携による教育環境の整備は貢献要因として挙げられたものの、

一連の協力の最終案件となるReCCIT プロジェクトではタイ政府による建設遅延10により

代替施設を工学部内に準備する必要が生じたことなどプロジェクトの進捗に負の影響を

及ぼした。 

③ リスク要因 

KMITL 工学部および ReCCIT では、協力期間中に供与した高額な研究用機材の更新が困

難となること等で研究機能が低下することが懸念されており、今後のリスク要因の一つ

として認識されている。 

 

                                                        
7 一連の協力において実施された各案件の計画に含まれていたもの。 
8 各案件の計画に含まれていなかったが成果として発現したもの。 
9 ReCCIT プロジェクトの評価報告書によれば、短期・長期専門家派遣が継続しなかったことがプロジェクトで進行中のい

くつかの研究活動を妨げる結果となったことが記されている。専門家の派遣継続が困難であった理由には、①長期専門

家として派遣できる人材確保が難しかったこと、②短期専門家の中にはカウンターパート教員と上手く折り合わず継続

して派遣することが困難であった例があった等が元専門家のインタビューにより確認された。 
10 ただし、ReCCIT 建設は無償資金によるものではなく、タイ政府によるものである。 
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2-1-4  総括 
タイの事例は、48 年間の長期にわたり 1 つの機関（KMITL）に対して協力をし、当該機関が

自立発展性を確立した後にも技プロによる協力を継続したものである。本事例は、協力開始

当初から大学、さらに大学院に成長するまでの協力が想定されていたわけではなく、各プロ

ジェクトのフェーズ終了時に、その都度、協力対象機関側の現状を加味し、同機関のニーズ

に柔軟に対応した結果、協力が長期に及んだという経緯がある。こうした長期協力は、KMITL

における研究機能をさらに強化し、協力終了後も広域案件において域内の人材育成に貢献す

るという道筋を作った。 

長期間にわたる協力を成功させた特記すべき要因としては、オールジャパン体制（日本人専

門家、国内支援大学、JETRO、現地日系企業を含む）による継続的な協力体制が挙げられる。

特に初期段階に日本貿易振興機構（JETRO:旧日本貿易振興会）の協力も得て現地日系企業と

の密接な関係を構築したことは、多くの卒業生の就職につながり、さらにこれら企業との共

同研究の推進等の成果につながった。 

 

2-2 インドネシア国 スラバヤ電子工学ポリテクニック（ケーススタディ２） 

2-2-1 調査の対象 

 対象機関：スラバヤ電子工学ポリテクニック（以下、EEPIS） 

 対象案件数：無償資金協力 2 件、技術協力プロジェクト 2 件、第三国研修 2 件 

 対象期間：1986 年～2006 年11 （21 年間12） 

図 2 インドネシア（EEPIS）における一連の協力 

2-2-2 対象案件の概要 

 EEPIS は、一連の協力の結果、「準学士（短大卒）レベル→学士（学部卒）レベル」とい

う垂直的な発展とともに、「新学科の設立」などの水平的な拡大を実現し、更に国内において

                                                        
11日本は、協力対象機関であるモンクット王ラカバン工科大学（以下 KMITL）に対し、その前身機関である「電気通信訓練

センター」への支援を含め、48 年間にわたり協力を実施してきた。「電気通信訓練センター」は終了から長い時間が経過し

ており、情報収集に極めて制約が係ることから、本調査案件の重点的に分析を行う対象案件から除くこととし、今回は連

続して協力が行われた 1978 年から 2003 年の間を調査の対象期間とした。 
12 第三国研修「電子工学教育への IT 技術の応用」は現在実施中の案件であり、本調査時点で得られる既存資料に制約があ

ったことから、直接の分析対象からは外すこととした。 

出所：各種資料に基づき作成 
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地域社会や民間企業対象の各種セミナーを活発に行う機関となった。 

インドネシアへの一連の協力の、内容と変遷の主な特徴として以下の点が挙げられる。 

① 無償資金協力によりスラバヤ工科大学（ITS）のキャンパス内に EEPIS の施設を建設し、

教育課程を新たに設置。その為設立当初は ITS 教員の多くを採用する等、既存のリソー

スを活用しスタート。 

② 23 年間にわたる一連の協力は、2 つの技プロを軸としたスキーム間連携で構成。技プロ

が実施されていない期間中は他スキーム（第三国研修等）を活用。23 年間継続して日本

による協力が実施された。 

③ 先行技プロ、後続技プロともに本体プロジェクト実施後のフォローアップ協力も含める

それぞれ 7 年間という長いスパンで協力を継続している。 

④ 協力対象とする教育水準は、先行技プロ「スラバヤ電子工学ポリテクニックプロジェク

ト」から後続技プロ「電気系ポリテクニック教員養成計画プロジェクト」に向けて短大

レベル（D3）から学士レベルに相当する教育課程（D4）へとレベルアップしている。 

⑤ 後続技プロでは教育と運営管理面での協力に加えて、研究活動への協力が行われるよう

になった。 

⑥ 一連の協力期間を通じて就職支援が実施されている。 

 

2-2-3 長期間にわたる協力であったが故に発現した成果 

EEPIS にもたらされた成果を「アウトカム」レベル（協力対象組織にもたらされた成果）と

「インパクト」レベル（協力対象組織を超えた成果）とに分け、更に実施した技プロ単独で

発現したと思われる成果と一連の協力期間を通じて得られた成果を分析し取りまとめたのが

以下の表 5 の内容である。 

表 5 アウトカムおよびインパクトの取りまとめ表 
アウトカム：EEPIS にもたらされた成果 

先行技プロにおいて発現した成果 
①準学士（短大卒）の教育課程（D3 コース）が設置された（電気・通信分野）。 
②日本の高等専門学校をモデルとし、カリキュラムが改訂された。 
③カウンターパート教員に対する着実な技術移転により、教員が育成された。 

1 プロジェクトサイクルのみでは得ら

れなかった成果 

①学士（学部卒）レベルに相当する教育課程（D4 コース）を持つ機関に成長した。 
②高位学位を有するカウンターパート教員が大幅に増加した。 
③日本で学位取得した教員達が組織に戻り、中核人材にまで成長した。 
④機材の維持管理システムを確立した。 
⑤インドネシアで唯一の電気系を専門とするポリテクニック校として National Resource 

Polytechnics（NRP）13に位置づけられ、研究能力を有するポリテクニックとなった 

インパクト：国内あるいは周辺国／地域にもたらされた成果 

先行技プロにおいて発現した成果 ①就職支援活動により卒業生を主要な企業に送りだした。 

1 プロジェクトサイクルのみでは得ら

れなかった成果 

①カリキュラムに産業界のニーズを反映する仕組みづくりにより、急速な技術革新に対応

できる人材を継続的に輩出し続けた。 
②セミナーや研修の実施を通じ、地域社会に対しても教育を提供する機関となった。 
③第三国研修の実施を通じ、高等教育分野における国際化を推進し、南南協力14の一翼を担

う機関となった。 

                                                        
13 National Resource Polytechnics（NRP）は教育省高等教育局から各専門分野毎に与えられる位置づけである。EEPIS は

電気系の NRP となることで右分野の他ポリテクニック校に対して助言を行う立場となった。 
14 途上国が相互の連携を深めながら技術協力や経済協力を行いつつ、自立発展に向けて行う相互の協力(JICA 国際協力人

材・実務ハンドブック 2003) 



VIII 

これにより以下の成果が明らかになった。 

① アウトカム（対象組織にもたらされた成果） 

・先行技プロで短大レベルにあたる 3 年間のディプロマ課程から協力を開始し、後続案件

で学士レベルに相当する 4 年間のディプロマ課程を有する機関となった。後続案件終了

後 2 年を経た現在は、日本との協力関係においては第三国研修を実施している。フォロ

ーアップ協力も含めて計 14 年にわたる 2 つの技プロを通して電気通信分野の教育実施体

制の整備と強化がなされ、さらに 20 年間に及ぶ協力の結果、インドネシアで唯一の電気

系に特化し、研究所機能を持つポリテクニック校となり、National Resource Polytechnics

校として承認15され、現在は大学院修士課程の開設が検討されている。 

・日本での長期研修と現地での専門家による指導をそれぞれ 1 年間ずつ、計 2 年という期

間を、同一の専門家から継続指導を受けられる戦略的かつ効率的なしくみを通じて、確

実に技術移転が行われた。当初育成した人材の定着率は高く（26 名中 25名）、中核人材

となった今、校長、学生部長、電子工学科長、電気工学科長として活躍している。   

② インパクト 

（対象組織を超えた成果） 

・先行技プロでは就職支援活動により当該分野の主要な企業のニーズに即した卒業生を輩

出するにとどまったが、後続技プロまで協力を継続したことで国内の産業界のみならず

他機関や地域、周辺国に対しても教育を提供する機関へと成長した。 

・日本の工業高等専門学校に倣い、実践を重視しつつも、理論と実践のバランスのとれた

カリキュラムによる指導を展開。また、電子・通信工業の急速な発展段階を勘案し指導

対象とする技術レベルも他のポリテクニックよりも高いレベル（日本の工業高等専門学

校レベル）を志向したカリキュラムを作成した。専門科目だけでなく共通科目を増やし

包括的なものとしたことや、企業でのインターンシップを必修としたことも特徴的であ

る。更に、日本の工業高等専門学校に見られる就職活動を学校活動の 1 つとしたことで、

継続的に就職活動と卒業生の就職状況の把握をすることを可能にした。 

（国を超えた協力） 

・先行技プロ終了から 4 年後（1998 年）、無償資金協力による一連の協力開始から 12 年後

に初めての対外向けの研修を実施し、現在は年間 15-20 件の短期研修を実施している。

後続技プロ終了から 2006 年 9 月までには計 63 の短期研修が実施されているが、その殆

どは他のポリテクニックや大学の教員を対象とした研修であり、National Resource 

Polytechnics 校としての役割を果たしている。 

・2 つめの第三国研修実施中（2002-2006）に、インドネシアがホスト国となった「バンド

ン会議」の議長声明としてアフリカ諸国を含む国々へ南南協力を行なうことを掲げたこ

とにより、第三国研修の実施機関である EEPIS が南南協力の拠点とされた。 

さらに、表 5 をプロジェクトが予期していた成果と予期していなかった成果に分類し、取

りまとめた結果が、以下の表 6 である。 

                                                        
15同校は電気系教員養成プログラムを有する機関として、教育省高等教育総局から分野毎に認定される指定校として承認さ

れている。 
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表 6 長期間にわたる協力であったが故に発現した主な成果 
 ① アウトカム：EEPIS にもたらされた成果 ② インパクト：国内あるいは周辺国／地域にもた

らされた成果 
③ 予期

していた

成果 

 電気系に特化した唯一のポリテクニックとして、

中堅技術者のみならず教員の養成教育も提供し

うる機関となった。 
 運営能力（就職支援、機材メインテナンス）が向

上した。 

 産業界のニーズに合った優秀な卒業生を産業

界に送り出し続けている。 

④ 予期

していな

かった成

果 

 ポリテクニックのモデルとして、NRP（National 
Resource Polytechnics）に位置づけられた。 

 電気系分野の大学を含めた高等教育機関の間で、

高い評価を維持している。 

 外資系企業を含む民間企業とのパートナーシ

ップが構築され、維持し続けている。 
 政府の南南協力実施の一翼を担い、周辺国か

らの研修受入れ機関となった。 

 

表 6 に挙げられた各成果とその発現に係る貢献要因、阻害要因、および発現した成果維持

に対するリスク要因を分析した結果、以下の点が挙げられる。 

① 貢献要因 

・協力開始当初の計画には含まれていなかったが、活動状況のニーズに対応し、1) 就職支

援を学校活動の一環として導入したこと、2) 資機材維持管理体制の整備のための機材修

理の専門部門を設置したこと、3) ロボットコンテストが導入され、継続的に入賞してい

ること16は日本側の協力による貢献要因として挙げられる。 

・相手国側に起因する主な貢献要因としては、協力開始時にスラバヤ工科大学に EEPIS を

設立したという立地環境（既存のリソースの活用等）やインドネシア政府によるポリテ

クニック政策の優先度の高さ等が挙げられる。ただし、EEPIS が教育機関としてスラバヤ

工科大学から未だ完全に独立していないことは、自立発展性の観点から、今後のリスク

要因として挙げられる。 

② 阻害要因 

・無償資金協力や第三国研修といったほかスキームとの連携は長期協力による成果の貢献

要因ではあるが、無償資金協力による施設建設の遅延が一連の協力プロセスにおける案

件実施の阻害要因になったこともある17。その他の日本側に起因する阻害要因としては、

専門家の派遣時期・期間が現地の事業やニーズに一致しなかったことがある18。 

・他方、一連の協力期間中には、ポリテクニック校やディプロマ課程に対する当該国の過

小評価した社会的な認識が阻害要因となったこともあるが、それに対応すべく後続案件

で教員養成課程を含む学士レベル課程の設置をしたことが結果として現在の成果につな

がった。 

③ リスク要因 

・後続技プロにより、学士レベルに相当する教育課程が設置されたことは一連の協力の成

                                                        
16 ロボットコンテストは、1991 年に日本で開催された国際大会に EEPIS として出場し「べストアイディア賞」を受賞した

ことが契機となり、現在ではインドネシア国内でも年に一度国内大会が開かれるようになった。国内大会でファイナリ

ストに選ばれると国際大会に出場することができるしくみとなっている。EEPIS では 1991 年の入賞以来、2007 年までに

11 の国際大会で入賞しており、この他 11 の国内大会でも上位 3 位以内に入っている。ロボットコンテストで継続的に入

賞することで、社会や企業の高い評価に大きく貢献している。 
171997 年に円借款供与の案件形成促が実施されていたが、1997 年後半以降インドネシアの通貨危機による経済情勢悪化の

ため、国家開発の優先順位が変わり、高等教育分野へのプロジェクト型借款が困難となった。その後、無償資金協力で

の建物建設が決定された。 
18 後続技プロ（電気系ポリテクニック教員養成プロジェクト）では、5年間で延べ 98 名もの短期専門家が派遣されたが、

終了時評価報告書によれば専門家の派遣時期が非常に短く、かつ派遣時期としてカウンターパート教員が多忙な時期に

派遣されることが多かったためにカウンターパート教員や学生への負荷がかかったこと等が報告されている。 
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果ではある。しかし、2005 年の教育政策によってポリテクニックまたは大学教員の最低

資格要件が学士号から修士号以上に引き上げられたため、D4 コースを卒業してもポリテ

クニックや大学の教員になることができなくなっている。このことは今後のリスク要因

として挙げられる。 

 

2-2-4 総括 

インドネシアの事例は、一連の協力の初期段階で日本の高等専門学校をモデルとしてカリ

キュラムを設定したことがその後の協力対象機関（EEPIS）の成長につながっている。特に、

初期段階で就職支援活動を学校活動の一環として取り入れたことが契機となり、現地企業の

ニーズに見合った卒業生を輩出する仕組みが構築され、産業界から高い評価を得るに至って

いる。事例から導出されるもう一点の特徴としては、技プロを実施していない期間も他スキ

ームの実施によって協力対象機関に対し継続的な協力が行われてきたということである。特

に第三国研修の実施は、結果としてそれまでの協力で発現した成果をモニタリングし、また

フォローアップする機能をも果たした。 

 

2-3 ケニア国ジョモケニヤッタ農工大学 （ケーススタディ 3） 

2-3-1.調査の対象 

対象機関：ジョモケニヤッタ農工大学（以下、JKUAT） 

 対象案件数：無償資金協力 3 件、技術協力プロジェクト 2 件、第三国研修 8 件 

 対象期間：1978 年～2003 年（23 年間） 

図 3 ケニア（JKUAT）における一連の協力 

 

出所：各種資料に基づき作成。 
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2-3-2 対象案件の概要 

JKUAT は、23 年間の絶え間ない日本の協力の結果、「カレッジ→ユニバーシティ・カレッ

ジ19（大学分校）→独立大学→大学院を設置」という垂直的な発展と共に「新学科設置などに

よる機能の拡充」という水平的な拡大を達成するだけでなく、国内や周辺国/地域に対して様々

な影響を与えるまでになった。 

 

当該対象機関（JKUAT）への一連の協力の内容と変遷の主な特徴として以下の点が挙げら

れる。 
① 23 年間にわたる協力は無償資金協力による大学の施設建設、教育課程を新設、教員の養

成から始まっている。いわば、新たな教育機関を新設するゼロからのスタートであった。 
② 連続する２つの技プロを軸としたスキーム間連携で構成。このうち、2 つの技プロは、5

年間のプロジェクト本体に 2 年～3 年の延長及びフォローアップを伴い、それぞれ約 10
年に及ぶ長期のプロジェクトであった。無償資金協力も最初の案件開始から 2000 年まで

の 23 年間、連続した協力を実施。 
さらに先行技プロの実施期間中には青年海外協力隊も活動しており、後続技プロ開始以

降、並行して、第三国研修を継続して実施している。 
③ 先行技プロ（ディプロマ・テクニシャンレベル）から後続技プロ（学士レベル）に至る

プロセスで協力対象とする教育段階が上位に移行した。 

④ 先行技プロによる教育活動の改善（シラバス作成・改訂・教材等作成整備）に加えて、

研究機能強化も図られた。さらに、運営能力についても先行技プロに比較して強化され

た。 

⑤ 施設・設備・機材の整備・改善は、全協力期間を通じ重視。教育課程の設置や強化に連

動して機材整備を推進した。 

 

2-3-3 長期間にわたる協力であったが故に発現した成果 

JKUAT にもたらされた成果を「アウトカム」レベル（協力対象組織）と「インパクト」レ

ベル（協力対象組織を越えた成果）で区分けし、さらにその内容を個別の技プロ案件から発

現したものと、全期間を通じた長期間にわたる協力であったが故に発現したとものとに分析

した結果が以下の表 8 の内容である。 

表 8 アウトカムおよびインパクトの取りまとめ表 
アウトカム：JKUAT にもたらされた成果 

先行技プロにおい

て発現した成果 

①包括的かつ実践的カリキュラムが作成され、大学の発展段階に応じて改訂された 
②教員が必要とされる学位を取得し、有資格教員数が確保された 
③すべての学科においてほぼケニア人教員のみで講義や実習がができるようになった 
④日本人専門家とケニア人教員が共同研究を実施するようになった（計 33 件） 
⑤中堅技術者を育成するカレッジからユニバーシティ・カレッジに昇格し、運営基盤が整備された 

                                                        
19  カレッジは、教育内容は独自で決定できるが、シラバスはケニア教育研究所が作成する。また、カレッジの卒業資格取

得試験はケニア国家試験理事会による国家試験を受験しなければならない。ユニバーシティ・カレッジは、ユニバーシテ

ィ（親大学）から独立した運営組織で、独自のシラバスや学位資格試験があるが、「親大学」の評議会（Senate）の承認が

必要である。教育内容は、独自で決定権を持つが、親大学の評議会の承認・指導を必要とする。「ジョモ・ケニヤッタ農工

大学プロジェクト（1985-1990 年）総合報告書（1990 年） 
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1 プロジェクトサ

イクルのみでは得

られなかった成果 

①ユニバーシティ・カレッジからケニアで 5 番目の国立大学に昇格した 
②全学科において卒業生の中から教員が採用されるようになった 
③土木工学科が中部・東部・南部アフリカにおける国立大学の同学科の中で最も多く博士号取得者を輩出した 
④カウンターパート教員の留学による学位取得に伴い、国内・国際学会での発表が活発化し、学会誌への論文掲

載や出版物も増加し、学会運営が促進され、自助努力により研究資金を獲得するようになった 
⑤大学院設置に必要な博士号を有する教員数が確保できたため、ほとんどの分野において修士・博士課程が設置

された 
⑥自助努力により、新しい学部・学科・研究所・キャンパス・分校を有する大規模な総合大学に成長した（学生

数は 1 万 5 千人を突破） 
⑦それまでの教育省主体の計画策定の体質から、独自に予算計画を含む年間事業計画に基づく大学運営・学科運

営を行える組織能力を身につけた 
⑧財政的な自立発展性が強化された（総予算における自己資金の割合が 45％まであがった）      
⑨日本に留学・研修に派遣されたカウンターパート教員の一部が中核人材に成長した 

インパクト：国内あるいは周辺国／地域にもたらされた成果 
先行技プロにおい

て発現した成果 
ケニアのカレッジの中で国家（卒業）試験において最も高い合格率を記録し、産業界が求める優秀な人材を輩出

した 

1 プロジェクトサ

イクルのみでは得

られなかった成果 

①産業界や社会のニーズに合った卒業生を輩出し続けることによって、当大学のカリキュラムの優位性が対外的

に認知されるようになった 
②園芸・青果品輸出業界において管理職に就いている卒業生が増加し、IT 業界へ就職する卒業生も大幅に増え

た（業界全体の 6 割と言われている） 
③先行技プロで開始した地域適合型研究の成果を地域社会の活性化に還元するようになった 
④主に第三国研修の実施を契機として、学術交流協定を通じた人材育成、アフリカの他大学への技術協力、世界

銀行からの研修委託等を通じてアフリカ域内の開発に貢献するようになった 

 

表から明らかな点は以下の 2 点である。 

① アウトカム（組織にもたらされた成果） 

・10 年間の先行技プロでカレッジとしての基盤構築を図り、その後の 10 年間の後続技プ

ロでユニバーシティ・カレッジ（大学分校）としての基盤強化と財政的な自立発展性

をおおよそ確立し、協力終了後も自助努力による新学部・学科の設立など大学として

更なる発展が見られる。 

・協力開始時に組織の基盤づくりの鍵となる教員が不足していたため、初期段階に協力

対象機関の教員を多数日本に留学させて育成をした。その際、JICA 研修のみならず文

部科学省（旧文部省）国費留学生制度も活用。現副学長、カレンキャンパス校長、土

木学科長は協力の初期段階に日本で学んだ人材である。 

② インパクト 

（対象組織を超えた成果） 

・理論を重視する英国式教育制度のもとで、基礎知識を備えた上で応用力を高める独自

のカリキュラムを導入し、導入後 2～3 年以内で国家試験の高い合格率を達成、またそ

の維持によってその優位性を実証した。 

・第三国研修実施を通じ、大学レベルあるいは学科レベルで参加国と学術協定を締結し、

他国からの研修員の受け入れ、JKUAT の学生を学術交流協定締結先の大学に留学させ

ることで域内における人的交流に貢献した。 

・後続技プロ実施中に導入された「地域適合型研究」により、地域特有の課題を解決す

るための研究を通じてその成果を地域社会に還元しようとする試みが行われ、結果と

して少数ながら地域社会の活性化に還元し得る研究が実施されるようになった。 
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さらに、表 8 をプロジェクトが予期していた成果と予期していなかった成果に分類し、小

項目毎にまとめると、長期間にわたる協力であったが故に発現した成果は表 9 にように整理

できる。 

表 9 長期間にわたる協力であったが故に発現した主な成果 
 ①アウトカム：JKUAT にもたらされた成果 

②インパクト：国内あるいは周辺国/地域にもたらされた成果 

③予期して

いた成果 
 教育と研究機能を備えたケニアで 5番目の

国立大学として運営基盤が整備された。 
 産業界・社会のニーズにあった卒業生を継続して輩出し続けて

おり、政府機関、産業界、教育機関で活躍している卒業生も多

い。 
④予期して

いなかった

成果 

 教育、研究、運営の 3 機能を充実させ、自

助努力によって大学の機能の拡大を加速

させている。 

 急速に伸びている園芸輸出・IT 産業などにおいて、卒業生がマ

ネージャーや起業家として活躍している。 
 大学が地域社会の活性化に貢献している。 
 日本からの支援を受ける立場から近隣国に支援を行う立場に

成長した。 

 

右表に挙げられた各成果とその発現に係る貢献要因、阻害要因、および発現した成果維持

に対するリスク要因を分析した結果以下の点が挙げられる。 

① 貢献要因 

・チームティーチング20や国内留学制度21、本邦大学論文博士号取得など業務上の方針・工夫・

スキームに係る要因や、学長のビジョンや国内支援委員/リーダー/長期専門家の長期的コミ

ットメントなど人的資源に係る要因などが目立つ。 

・また JKUAT への協力は、各プロジェクトの計画策定時に現状を的確に把握した上で柔軟

に対応・決断し、継続してきた。 

・後続技プロでは大学教員の長期派遣の難しさが見られたものの、国内支援委員/リーダー/

長期専門家の長期的コミットメントにより一貫して協力の方向性が維持されたと考えら

れる。特に、専門家派遣および研修員受け入れにおいて、国内支援委員会が人材バンク

や留学の受け皿として機能したことは協力への貢献要因となっている。 

・オールジャパン22による協力体制の構築が、日本側の協力体制をさらに強固なものとした

と指摘できる。 

② 阻害要因 

・一方で、阻害要因は、政情不安による大学の閉鎖や経済の悪化による卒業生の採用状況

の悪化や教育省の予算の削減などの外部条件や、英国の教育制度の枠内での協力を余儀

なくされ、実践的かつ包括的なカリキュラムを中心とした日本の教育の特色の反映に多

大な労力を要したことなど旧宗主国の教育制度に係るものが多い。 

・また JICA として柔軟な決断をしたことは、同時にそれらの対応・決断のたび、相手国政

府や JICA 内部において調整にかなりの労力を費やすこととなり、必ずしも効率的なマネ

ージメントが行われていたとはいえない。 

③ リスク要因 

・大学の自治権拡大に係る政府の方針は組織機能の拡大という成果をもたらしたが、他方、
                                                        
20日本人専門家とカウンターパートの教員が基本的にペアで授業・実習を行い、各学科の技官や、先行案件においては青年

海外協力隊員も加わって 3－4人 1 組で授業および実習を行った。 
21 ジョモケニヤッタ農工大学の教員で PhD 取得希望者のうち、ケニアの大学で学位取得をしようとする者に JICA 現地業務

費から、当該大学の授業料を支払い、給与の 8 割を支給し、大学の施設を使って研究に従事するシステム。 
22本調査においては、JICA や外務省等政府機関のみならず、民間企業や大学も含めてオールジャパンと定義する。 
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その方針が実践的カリキュラム・少人数制という大学の特徴を脅かし、今後、教育・研

究の質の低下をもたらす可能性がある。 

 

2-3-4 総括 

 ケニアの事例は、本調査対象４ヶ国のうち継続的に技プロを実施し協力してきた唯一の例

である。各技プロ終了時期等に現状を考慮しつつ、今後の方向性を柔軟に決定してきた反面、

そのことが、相手国政府や JICA 内部において、過分な調整業務を生じさせた。また、協力の

初期段階においては英国の教育制度の枠内で協力を実施せざるを得ず、多大な労力を要した。

このような困難にもかかわらず、協力開始当初より一貫した協力の方向性が堅持され、国内

支援委員/リーダー/専門家の長期的コミットメント、関係者から提案された様々な業務上の工

夫の実現などに加え、日本側の実施体制が強固であったことが、長期にわたる協力が成果の

発現に繋がっている。 

 

2-4．セネガル国 日本・セネガル職業訓練センター（ケーススタディ 4） 

2-4-1 調査の対象 

対象機関 ：日本・セネガル職業訓練センター（以下、CFPT）  

 対象案件数：無償資金協力 2 件、技術協力プロジェクト 2 件、第三国研修 2 件、個別派遣

専門家 2 名 

 対象期間 ：1984 年～2008 年（24 年間） 

 

図 4 セネガルにおける一連の協力 

 
2-4-2 対象案件の概要 

 CFPT は、一連の協力の結果、「工業高校卒業レベル→短大卒業レベル」という垂直的な発

展が見られるものの、大学レベルへの技術教育には発展せず、むしろ「向上訓練や夜間コー

ス、起業家研修」などの水平的な拡大を実現し、国内では高い就職率を維持し、さらには西

アフリカ諸国への協力を行う機関にまで成長した。 
当該協力対象機関（CFPT）への一連の協力の内容と変遷の主な特徴として以下の点が挙げ

出所：各種資料に基づき作成。 
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られる。 
 

① 25 年間にわたる協力は施設建設、職業訓練機関および訓練コースの設置から始まった。

すなわち、ゼロからのスタートであった。 

② 一連の協力は、技プロを軸とし、無償資金協力、第三国研修、個別派遣専門家といったス

キームとの連携で構成されている。また、先行技プロの終了後に延長、フォローアップが

連続して実施され、その後に間をおいてアフターケアが 2 度行われた。第三国研修は、後

続技プロと同時に開始され、その後継続して実施されている。 
③ 提供する職業訓練レベルは、先行技プロでは中堅技能者資格（工業高校卒業レベル）であ

ったが、後続技プロでは上級技能者資格（短大卒業レベル）になっており、一連の協力の

中でレベルアップが見られた。 

④ 後続技プロでは、運営管理能力に対する支援が先行技プロと比較して強化が見られる。 

⑤ 施設・設備・機材の整備・改善は、一連の協力期間を通じて重点的に行われており、職業

訓練コースの設置・強化に連動して整備が進められた。 

 

2-4-3 長期間にわたる協力であったが故に発現した成果 

CFPT にもたらされた成果を「アウトカム」レベル（協力対象組織）と、「インパクト」レ

ベル（協力対象組織を越えた成果）でみた場合、実施した先行技プロ単独で発現した成果と

長期間にわたる協力故に発現した成果に分類すると、表 11 の内容となる。 

表 11 アウトカムおよびインパクトの取りまとめ表 
アウトカム：CFPT にもたらされた成果  

先行技プロ23において発現した成果 

①産業界のニーズにあわせてカリキュラムが更新されるようになった 
②カウンターパート教員と日本語でコミュニケーションできるようになった 
③企業の在職者を対象とした向上訓練（在職者セミナー）や夜間コースが中堅技能

者資格（BT）コースで設置された 

1プロジェクトサイクルのみでは得

られなかった成果 

①上級技能資格（BTS）コースを教えることのできる教員が育成・確保され、BTS
コースが設置された 

②パイロット的に始めた起業家コースが正規コースとなった 
③国家試験（BT/BTS 資格）の合格率が常に国内でトップとなっている 
④CFPT に定着した教員の多くが BTS コース指導資格（CAESTP）を取得した 
⑤日本と現地の両方で日本語による技術指導を通じて育成された人材のうち、複数

名が管理職に成長し、組織の中核人材になった 
⑥予算全体に占める自主財源の割合が継続して 7 割を超えており、財政的自立発展

性がほぼ確保された 
⑦職業訓練分野の教員ならだれしもが働いてみたいと言われる機関となった 
⑧教員の定着率が上昇した 

インパクト：国内あるいは周辺国／地域にもたらされた成果 

先行技プロにおいて発現した成果 

①他職業訓練校と比較しても高い就職率を達成し、多くの卒業生が電気・電子分野

において職を得た 
②アフリカ諸国から継続して留学生を受け入れた 
③フランス語圏文化技術協力事業団の委託により研修を実施するようになった 

1プロジェクトサイクルのみでは得

られなかった成果 
1プロジェクトサイクルのみでは得

①BT コースの卒業生が就職した企業で技術部長やサービスマネージャーなどに就

任するようになった 
②産業界のニーズにあった卒業生を輩出し続けることによって、企業が CFPT のカ

                                                        
23先行技プロとは、日本・セネガル職業訓練センタープロジェクト、延長、フォローアップ、2 回のアフターケアを含む協

力とする。 
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られなかった成果（続き） リキュラム、教員の質、施設・機材、マネージメントに及ぶまで高く評価するよう

になった 
③産業・鉱業組合とインターンシップに係る協定を締結し、組織的にインターンを

受け入れてもらえるようになった 
④数人の起業家養成コース卒業生が起業家として活躍するようになった 
⑤教員が第三国研修の企画・運営管理ができるようになった 
⑥教員が第三国専門家として、アフリカ諸国の職業訓練機関の現職教員の指導のた

め派遣された 
⑦CFPT の BT/BTS 資格がフランスやカナダ政府に留学資格として認められた 
⑧スペイン政府が CFPT に研修の委託に関して協力を要請してきた 
⑨第三国研修参加国も含めてアフリカ諸国が、JICA に対して CFPT をモデルとする

ような職業訓練プロジェクトを要請するようになった 

 

表から明らかな点は、以下の 2 点である。 

① アウトカム（組織にもたらされた成果） 

・先行技プロでは後期中等レベルの職業訓練校として開始し、中堅技能資格者（BT）コース

（昼間・夜間コース、在職者セミナー）が設置されて職業訓練校としての組織基盤が構築

された。その後、後続技プロで上級技能資格者（BTS）も整備され、短大レベルに発展し、

より質の高い技術者を育成する機関に成長した。また、カウンターパートとして育成した

教員の一部が組織の中核人材（校長、副校長、経理課長、学科主任など）となり、組織と

して自主財源を確保できるようになるなど財政的自立発展性もほぼ確立された。 

・仏語圏であることに起因するコミュニケーションの障害を、C/P に日本語も含む研修を実施

し、1年以上の長期にわたる研修を実施し更に、研修中は指導者によるほぼ１対１による指

導を行い、またその当該指導者を出来るだけその後現地に長期専門家として送り込むとい

う戦略的な研修と専門家派遣の実施により克服。カウンターパート教員の定着率は決して

高いとは言えないが、現在の校長、副校長、経理課長、BTS 制御技術科主任、情報技術科

主任ら本組織の中心となるメンバーはいずれも日本での研修経験者であり、彼らの働きが

当該機関の革新的なマネージメントに繋がっている。 

② インパクト（組織を超えた成果） 

・先行技プロにおいては、協力の初期段階で日本人専門家の協力を得て、協力対象機関のカ

ウンターパート教員が企業訪問を行い卒業生の受け入れ先（就職先/インターンシップ）の

開拓を行い、産業界を学校運営に巻き込み、カリキュラムの作成・更新、コースの実施、

インターンシップの確保に関して継続的な協力を得ることに成功。産業界の必要とする人

材を育て続け、組織外部からも認知されるようになった。 

・後続技プロの実施によって産業界からの評価も一層高まり、西アフリカ諸国の職業訓練校

のモデルとして他の訓練校に支援を行う組織へと成長した。このことにより、第１期卒業

生の輩出以降高い就職率を維持してきただけでなく、卒業生の多くを大手企業に輩出し不

安定な雇用情勢にあっても高い就職率を維持してきた。 

・また、協力開始後 15 年という期間をかけて西アフリカ地域の職業訓練の拠点となる基盤を

整えた上で、第三国研修実施にいたった。これまでの第三国研修の実績等により西アフリ

カ諸国以外のアフリカ国にも認知されるに至った。 
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さらに、表 11 をプロジェクトが予期していた成果と予期していなかった成果に分類し、小項

目毎にまとめると、長期間にわたる協力であったが故に発現した成果は表 12 のように整理で

きる。 

表 12 長期間にわたる協力であったが故に発現できた主な成果 
 ①アウトカム：CFPT に対する成果 ②インパクト：CFPT を超えた成果 

③予期し

ていた成

果 

 中堅技能資格者を育成する職業訓練機関か

ら上級技能資格者を育成する機関に成長し

た 

 産業界のニーズにあった中堅技能者を輩出し続け

ており、多くの卒業生が職を得ている 

④予期し

ていなか

った成果 

 自助努力によって職業訓練機関としての組

織能力・機能を徐々に拡大している 
 

 起業家の育成などを通じて職業訓練と労働市場の

連携に貢献している。 
 日本からの協力を受ける立場からアフリカ諸国に

支援を行う立場になった。 
 これまでの実績が西アフリカ諸国以外にも認めら

れ始めている 

 

また、表 12 に挙げられた各成果とその発現に係る貢献要因、阻害要因、および発現した成

果維持に対するリスク要因を分析した結果、以下の点が挙げられる。 

 

① 貢献要因 

・貢献要因は大きく 2 つに分かれる。まず、業務上の方針・工夫・スキームに係る要因と

して技術研修開始前の日本語研修、教材作成への注力、スキームの連携による成果のモ

ニタリングとフォローアップが挙げられる他、現地における 1 対 1 の技術指導を通じて、

カウンターパート教員が日本人専門家から技術だけでなく、勤務管理を含めて日本人専

門家の働き方を吸収したこと、一機関中心推進型24により円滑な専門家派遣、研修生受け

入れが可能であったこと、そして管理部門のリーダーシップと企業とのパートナーシッ

プなどがあげられる。 

・次に、人的資源に係る要因としてセネガル政府や CFPT による明確なビジョンの堅持、

CFPT 校長や管理部門のリーダーシップ、教員のインセンティブ向上への対策が指摘でき

る。セネガル政府および CFPT の明確なビジョンに加えて、JICA が CFPT を工業高校・

短大卒レベルの職業訓練校として協力するという一貫した協力方針を堅持したこと、ま

た、産業界・社会のニーズ、CFPT に対する産業界および周辺国からの認知度、財政的自

立発展性の段階などに応じて、JICA が様々なスキームを時宜を得て実施し、技プロを補

完したことが有効であった。 

② 阻害要因 

・阻害要因は、ストライキによる訓練の中止と留年、国家財政状況の悪化などによる予算

措置の不十分さ、など外部条件に起因するものが多い。 

・加えて、仏語圏という言語等のハンディや事前調査の不備があった。にも関わらず、組

織機能を拡大し、アフリカ地域へインパクトをもたらすことができたのは、上記の貢献

要因によると考えられる。 

③ リスク要因 
                                                        
24 一機関中心推進型：一機関がほぼ単独で専門家派遣など活動を実施する形態 プロジェクト研究：日本型国際協力の有

効性と課題、国際協力機構（2003 年） 
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・案件が長期化することによりどうしても醸成されがちが依存構造と、協力による成果を

あげることとのバランスにつき留意が必要。 

  ・プロジェクトによる供与施設・機材の老朽化への自己収入による対応の困難さから職

業訓練の質が低下する可能性がある。 

 

2-4-4 総括 

 本事例では、セネガル政府が、「西アフリカ諸国でモデルとなれる機関への成長」という明

確な目標を持ち、さらに JICA がセネガルの労働市場の実情をとらえ、工業高校・短大レベル

の職業訓練校における中堅技能者育成を注視し、協力するという一貫した協力の方向性を維

持しつつ協力を継続してきた。結果的に、仏語圏という言語的等のハンディ、ストライキの

発生、先方政府の予算不足という阻害要因にも関わらず、産業界が求める優秀な中堅人材を

養成する職業訓練校として高い評価を得ており、また西アフリカの職業訓練校のモデルとし

て同地域の訓練校に支援できる機関にまで成長した。この結果をもたらした貢献要因として、

カウンターパート教員が日本で語学・技術研修を受講し、さらに日本人専門家を現地に派遣

し 1 対 1 の技術指導が行われ、それにより専門技術のみではなく、勤務管理等専門家の働き

方を吸収したこと、カウンターパート教員が組織の中核人材となるまで協力を継続したこと、

さらに組織の中核となった人材が企業とのパートナーシップを保持しつつ、教員のインセン

ティブの向上、組織の財政的基盤の構築に対する対策を行ってきたことなどが挙げられる。

また、産業界のニーズの変化、CFPT の産業界・周辺国からの認知度、組織の財政的自立発展

性の段階などに応じて、各種スキームを時機を得て実施してきたことも成果の発現に貢献し

ている。 

 

3．横断分析 

3-1 長期間にわたる協力であったが故に発現した主な成果 

 事例 4 ヶ国に共通してみられる「長期間にわたる協力であったが故に発現した主な成果」

を表 19 にまとめた。 

表 19 事例国に共通してみられる長期協力の主な成果 
 協力対象機関にもたらされた成果 

（アウトカム） 

国内あるいは周辺国/地域にもたらされた成果（インパ

クト） 

予 期 し て

いた成果 

1. 変化する社会経済ニーズに柔軟に対応しながら

自立発展的に組織の機能を強化する能力を有す

るに至った。 

3. 協力対象機関は産業界が求める優秀な人材を輩出

し続けている。 

予 期 し て

い な か っ

た成果 

2. 日本で学んだ人材が組織に定着し、中核人材に成

長するまで協力することで、日本的な教育方法

が協力対象機関の特徴として維持されている。

4. 協力対象機関が今や周辺国への支援を実施するよ

うになった。 

5. 協力対象機関が集積された知識・技術を地域社会に

還元している。 

＜協力対象機関にもたらされた成果＞ 
1. 変化する社会経済ニーズに柔軟に対応しながら自立発展的に機関の機能を強化させる能

力を有するに至った。 
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2.日本と当該国の両方の現場で学んだ人材が組織に定着し、さらに中核人材に成長するまで協

力することで、日本的な教育方法が協力対象機関の特徴となり機関の機能強化に繋がった。 

 

 

 

 

 

       

 

 

 

 

＜国内あるいは周辺国/地域にもたらした成果＞ 

3.協力対象機関は産業界が求める優秀な人材を輩出し続けている。           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 協力対象機関が周辺国への協力を実施するようになった。                 

 

 

 

 

 

 

 

4 ヶ国の事例のうち、タイ、インドネシア、ケニアは高等教育、セネガルは短大レベルの職業

訓練校への協力であるが、いずれも社会経済の進展に伴って急速に変化・高度化する工学系分

野への協力である。各国で協力対象機関の設立当初から協力を行い、教育面、運営管理面、研

究活動面（大学の場合）の基盤を整備し、自立発展性の確立段階を経て、同機関が自主的な機

能強化の能力を有するまで協力を継続した。ここまでに至るには少なくとも 20 年の期間を要

した。 

4 ヶ国とも協力の初期にカウンターパート教員を日本に派遣しており、それも多くのケースで

学位取得を目的とした長期の研修を実施している。日本と当該国の現場で長期にわたって日本

人専門家から学んだ人材が協力対象機関に定着し、中核人材に成長することで、自身が学んだ

指導方法が所属機関の教育方法の特徴（実践重視、少人数制による学生への手厚い指導等）と

なっている。留学や研修から帰国したカウンターパート教員の定着率が高くない国もあり、ま

た、同機関の規模拡大に伴い日本での留学・研修経験を持つ教員の割合が相対的に減少してい

るものの、日本に留学・研修に行った人の中から明確なヴィジョンとリーダーシップを発揮す

る管理職に就く者がでてきたことが成長の大きな要因といえる。 

4 ヶ国の協力対象機関は、第１期卒業生以降順調に卒業生を輩出しており、協力初期の卒業生

の中には、現在大手企業の管理職や起業家として活躍している者も多い。新しい教育課程を設

置するところから協力を開始して第１期卒業生を輩出、その後卒業生が自立発展的に産業界に

輩出されるようになるまでには 10 年程を要している。自立発展性を確立するために協力の各段

階でなされた工夫として事例国に共通して見られることは、①理論と実践を兼ね備えた実践的

技能者を育成するカリキュラムの導入（協力開始段階）→②企業訪問による卒業生の受け入れ

先開拓（特に第１期生卒業時）→③第１期卒業生輩出後のモニタリング・フォローアップ（第

１期生の輩出後～協力の初期段階）と、技術革新の大きい工学関連企業のニーズとカリキュラ

ムとの整合性の維持（第１期生輩出後以降）である。

事例 4 ヶ国は周辺国に協力をする立場になった。協力形態としては、①第三国研修を通じての

周辺国の人材育成（全 4 ヶ国）、②第三国専門家の周辺国への派遣（インドネシアを除く 3 ヶ

国）、③一連の協力終了後に実施されている広域案件を通じての周辺国の人材育成（タイ・ケ

ニア）である。協力を受ける立場から周辺国に協力をする立場になるためには、まず協力対象

機関の機能・能力が十分に強化されること、そしてそれが対外的に認知されるという 2 つの条

件が満たされる必要がある。特に、両条件を整えるために貢献したのは第三国研修の実施であ
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5. 協力対象機関が集積された知識・技術を地域社会に還元している。             

 

 

 

 

 

 

 

 

3-2 要因分析（貢献要因/阻害要因/リスク要因） 

 以下に、長期協力によって協力効果を発現しようとする際に共通して見られる貢献要因と

阻害要因、および発現した成果を維持するためのリスク要因について纏めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大学への協力である KMITL（タイ）・ JKUAT（ケニア）の場合、協力の重点が研究に置かれた

のは教育と運営管理面における自立発展性の基盤が整って以降のことであり、長期間にわたる

協力だったが故に協力対象機関は研究機能を有し、研究活動を通じて地域社会に貢献できるま

でに成長したと言える。ただし、研究の質については改善の余地がある。他方、EEPIS（イン

ドネシア）と CFPT（セネガル）は地域の人々を対象にした研修実施(在職者セミナー、企業向

けワークショップ等)を通じてこれまでの協力で蓄積した技術知識を地域の活性化のために還

元している。 

＜計画要因＞ 
1. 日本側カウンターパート機関の選択：「継続」が鍵  
タイ、ケニア、インドネシアの日本側主要カウンターパート機関が大学（インドネシアの場合には後

続案件から）であったことは、協力期間後の双方の継続的協力関係を容易としたことから、協力成果

の発現のみならず、一連の協力終了後の自立発展性確保の観点から有効であった。 
 
2. 日本と現地での継続した教員の育成 
日本人専門家による日本と当該国の両方の現場における技術指導によって、協力対象機関の教員は実

技を重視した日本のカリキュラムを日本人専門家の指導の下で体得し、特に当該機関のカリキュラム

が実践面に重点を置くに至ったことや、学生に対する教員の密接な指導体制が培われたことに繋がっ

た。日本で教育を受けた教員が管理職に就くまで協力を実施することによって、こうした特徴のある

教育が協力対象機関において維持されて、産業界が求める人材を輩出し続けることに貢献している。

 

3. 協力開始当時からの学校運営への関与（ケニア・セネガル） 
ケニア・セネガルにおいては協力開始同時から日本人専門家が協力対象機関の運営管理に係わってき

たことで当該機関の運営管理能力の強化だけに留まらず、日本の工学系に対する協力の特徴である

「少人数制による実習指導」を当該機関の教育の特徴として維持することに貢献した。 
 
＜プロセス要因＞ 
1. 設立当初から継続して日本独自の協力が続けられたこと 
協力対象機関の設立に始まり他ドナーに機会を与えることなく、日本が協力を継続してきたことは協

力対象機関の独自性（実践重視、少人数制のもとでの教員による学生への手厚い指導等）の確立に繋

がっている。 
 

るが、一連の協力を開始してから第三国研修を始めるまでに、アフリカ 2 ヶ国で 10 年以上、

アジア 2 ヶ国でも数年を要している。アフリカではより時間は要してはいたもののセネガルの

ように時間をかけて CFPT の育成を確実に行ったことから、最初の研修を実施する時点では既

に教員自身で研修プログラムおよび教材を作成し、それらを用いて教えられる能力を有してお

り、そのため、最初の研修を実施してから CFPT の職業訓練水準が西アフリカのみならず、他

アフリカ地域にも認知されるようになるまでに他の 3 ヶ国ほどの時間はかかっていない、とい

う例もある。 
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                  ＜阻害要因＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1. 養成した教員の離職 
インドネシアを除く 3 ヶ国においては、一連の協力プロセスの初期段階で集中的に養成した教員が、

その後より給与の高い民間企業に転職したために教員不足を引き起こしたことが確認されている。ま

た、転職までには至らなくても経済的な理由から副業を余儀なくされ、特に研究活動に少なからず支

障があったことがタイ・ケニアの事例で報告されている。 
2. 持続した専門家派遣の難しさ 
事例国は協力期間中に持続して同一の専門家を派遣することの難しさに直面していた。特に大学（レ

ベル）への協力の場合に派遣する日本人専門家は大学教員（教授、准教授等）になることから、長期

専門家として派遣することが難しく、大学の休暇中に短期専門家として派遣することとなる。また、

同じ専門家を複数回にわたって派遣することも容易ではなかった。セネガルの場合には雇用能力開発

機構（旧雇用促進事業団）が専門家派遣を組織的に行っていた為に派遣に必要な人材の確保はできた

が、日本でセネガルからの研修生を指導した人がセネガルに専門家として派遣されることはごく少数

であった。 

2. 協力によって、カリキュラムの導入～第 1 期卒業生輩出～モニタリング・フォローアップ～カ

リキュラムの更新のサイクルを網羅したこと 

事例 4 ヶ国ともに、実質的な人材を育成するためのカリキュラムの導入から第 1 期生の輩出までの

サイクルを協力によって網羅し、さらに、第 1 期卒業生輩出後に卒業生のパフォーマンスに関する

企業の評価も踏まえてカリキュラムの更新に反映させるところまでも協力している。こうした一連

のサイクルを網羅した協力によって、確実に産業界が求める人材の育成を続け、かつ時宜を得てカ

リキュラムを改変する仕組みを作り上げている。 

3. 各スキームの有機的な組み合わせによる相乗効果の発現 

 無償資金協力と技プロの組み合わせによる教育・研究の質の向上 

無償資金協力によって最新の設備・機材が活用できる環境が整備されたことで、実践的カリキュラ

ムの実施が可能になっただけでなく、日本人専門家によるカウンターパート教員への実践的な技術

指導法がカウンターパート教員に受け継がれて当該機関の教育方法の特徴となることに寄与した。

また、また、無償資金協力によって日本から最新の施設や機材の供与を受けていること、それが一

時期のものではなく長期にわたって両面で日本の協力を受けてきていることが優秀な学生の獲得に

繋がった。 

 一連の協力期間における第三国研修の果たした役割 
一連の協力期間において、協力対象機関は第三国研修を継続的に実施してきた結果、①協力対象機

関の教育の質とマネージメント能力の向上、②域内ネットワークの構築、③（特にタイ、インドネ

シアに見られる特徴として）技プロ終了後にそれまでの成果の自立発展性をモニタリング・フォロ

ーアップすることで結果として協力対象機関の機能・能力の強化に繋がった。 
 文部科学省（旧文部省）国費留学生制度との連携による効率的な教員養成（ケニア） 

文部省国費留学生制度との戦略的な連携による教員養成はケニアにみられる特徴である（タイの教

員の中にも文部省留学生として日本で学んだ経験のある教員はいるが、教員の枠が設定されていた

わけではない）。現地日本大使館が JKUAT の教員に対して優先的に枠を与えたことや、国内支援委

員会のメンバーであり、短期専門家をケニアに派遣していた国内支援委員会の各大学が自らの大学

に留学生を受け入れたことが後継案件実施中の留学生増加に貢献している。 
4. 協力対象機関責任者の強いリーダーシップと日本人専門家とのパートナーシップ 
4 ヶ国のうち、特にタイとインドネシアの場合には、特に案件の形成段階において協力対象機関の

責任者が強いリーダーシップを発揮し、日本人専門家の支援を得て協力が継続されており、それが

協力対象機関の機能強化に繋がっている。アフリカ 2 ヶ国の場合には、協力対象機関責任者の革新

的なマネージメントが現在の協力対象機関の発展に繋がっている。 
5. 相手国政府の政策的・財政的コミットメント（タイ・インドネシア） 
個別プロジェクト実施によって発現した成果を次のプロジェクトにおいて発展させ、長期的な援助

効果の発現に繋げていくための鍵となるのが、相手国の政策的・財政的コミットメントの確保であ

る。その成功例をインドネシアとタイにみることが出来る。 
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＜リスク要因＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

   
3-3 アジアとアフリカに対する協力の違い 

アフリカの 2 カ国の事例において共通しているのは、技プロ１案件に 10 年以上を費やし、か

つ（ほぼ）継続して協力が行われている点であり、これは一連の協力期間中にも第三国研修

の実施等を通じ、技術協力プロジェクト自体による協力は実施しない期間を設けたアジアの

事例 2 件とは異なる。 

また、この違いが生じたアフリカ独自の要因には以下のことがあげられる。 

 

・人的リソース（教員）と財政（政府予算）の不足、更には政情不安による案件の長期化 

 →協力開始時に人材が不足していたために初期段階で集中的な人材育成を行なうも、離職

がアジアと比し比較的多く、また政策的にはコミットはするもその政策が予算になかな

か反映されず、更に政情の不安定さが個々のプロジェクトの成果発現に至るに当初の想

定以上の時間を要する。 

そのため、基盤づくりを経て安定期（組織・経済的な自立発展性に到る）に入るまでに

至るにはアジアと比べ、継続的投入が必要。 

・労働市場のキャパシティの狭さと日系企業進出の少なさによる独自のニーズ開拓の必要性 

 →アジアの事例 2 件と比べ、アフリカ 2 件の案件については協力関係を形成できる日系企

業がないため、卒業後の就職先として、またインターンの受け入れ先としての企業確保

に苦心した。この点アフリカにおける案件はいずれも協力開始当初より産業界を巻き込

む努力をし、企業へのニーズ調査を実施し、これを反映したカリキュラムを作成するな

どの対応に配慮する必要がある。 

・フランス式・英国式の行政/教育制度が日本が教育案件を実施する際の阻害要因となる 

 →欧米系の理論を重視するシラバスの変更に苦心を強いられた他、時間外労働を認めない

勤務形態により技術指導時間帯の制限に直面するなど、アフリカであるが故の阻害要因

への対応にプロジェクトは苦心。 

 

1. 協力対象機関拡大に伴う少人数制の実習指導維持への影響 

事例 4 ヶ国の協力対象機関は、一連の協力によって変化する社会経済ニーズに独自に対応することがで

きるまでに成長し、協力終了後は速度の差こそあれ、教育課程（コース）の増設が進んでいる。これに

よって学生数は増加し、それに対応すべく各機関は教員の増員を図ってはいるが、日本の協力の特徴と

して導入され協力期間を通じて維持されてきた少人数制の実習指導への影響が懸念される。 
 

2. 自助努力によって研究の質を向上させる必要性 

長期間にわたって協力を実施した結果、大学への協力となるタイ・ケニアは、研究機能を備えた組織に

まで発展し、その研究成果を地域に還元するまでになったが、協力終了後には、研究活動が沈滞化して

いる（タイ）、研究の成果が十分ではない（ケニア）といった問題点も関係者から指摘されている。 

 

3.  供与機材の老朽化による教育・研究活動への影響 

一連の協力により供与された機材によって教育・研究環境が整備され、実践的カリキュラムの効率的な

実施を可能にしたことで、協力対象機関はこれまで優秀な学生の獲得と産業界への輩出を継続させてき

た。協力終了後は、いずれの機関も自助努力により機材管理を行ってはいるが、今後機材の老朽化が進

んだ場合に高額な機材の更新を自費で賄なうことは困難となる可能性が高い。 
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・日本人専門家確保の困難性への対応 

→仏語圏への専門家派遣は、技術指導に必要とされるフランス語によるコミュニケーショ

ン能力に制約があることに加え、学歴を重んじる傾向があるため豊富な実務経験を有し

ても学位を持たぬ専門家の受入はスムーズにいかない面がある。これに対応するためセ

ネガルの事例案件では本邦で C/P に日本語の習得をさせた他、現地においても可能な限

り同一の人を専門家派遣し指導に当たっていただくなどの工夫をした。 

 

3-4 長期間にわたる協力のメリットとデメリット 

＜メリット＞ 

事例から明らかな点として、１）協力対象機関育成の鍵となる人材育成には時間を要するこ

と、２）協力対象機関が十分に育成されたとしても、外部（当該国社会や周辺国）からの評

価を得るようになるまでには時間を要すること、である。長期間にわたる協力であったが故

に、ゆっくりと時間をかけて協力対象機関の育成を行うことができ、変化する社会経済ニー

ズに対応して自立発展的に機関の機能を強化させる能力を有する組織に成長し、当該国社会

や周辺国に対して貢献できるまでになったと言える。 

＜デメリット＞ 

いずれの事例も協力開始時に協力の最終目標と目標達成に至るまでの明確なシナリオ（総協

力期間の目安、フェーズ毎の協力内容や投入規模等）が設定されていたわけではない。明確

な協力シナリオを設定することなく協力を実施することで、相手国側の協力継続に対する期

待も相俟って協力が長期化する傾向は否めない。協力の長期化がすすめば、相手国政府主導

による協力対象機関の自立発展性の確立に多少なりとも影響を与えることは事例の協力プロ

セスにもみてとれる。この他、協力の長期化に伴って、出口戦略の策定やそれを相手国側と

共有するタイミングを計ることが難しくなる傾向が幾つかの事例に示唆されている。 

 

4．提言 

事例に基づき、主に 2 の視点（①何をもって長期協力は必要であると判断されるかおよび、

②長期協力が必要であると判断される場合、長期の協力目的を達成するために協力プロセス

の各段階で何をすべきかに着眼して提言を抽出した。報告書からの抜粋を以下に紹介する。 

 

4-1.協力期間の設定（長期協力は必要か） 

4-1-1 協力が目指す成長レベルの決定（協力機関がどのレベルに成長するまで協力するか） 

 「協力対象機関がどのレベルになるまで協力するか」について、事例を参考に決定事項と

決定の際に配慮するべき事柄を表 20 にまとめた。 

表 20 協力開始時に目標とする協力対象機関の成長レベルを決定する際の検討事項 
目標とする成

長段階 
決定事項 決定の際に考慮すべき事柄 

① 
自立発展性が

確立される段

階まで 
① 

・高等教育の場合には、教育、研究、運営管理、

主に研究成果を通じた地域社会への貢献とい

う 4 つの機能、技術訓練・技術教育の場合には

教育、運営管理、主に教育・技術訓練の開放を

通じた地域社会への貢献という 4 つの機能に

・事前調査時に活用可能な人材（特に協力後すぐに活用可能な教

員のレベルと数）、相手国政府の政策的・財政的コミットメン

ト、経済・政権の安定性等の確認 

・協力開始時の協力対象機関の状況を把握した上で、「提言」の

「表 21 事例にみる協力期間と協力対象機関の発展段階」を参
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自立発展性が

確立される段

階まで（続き） 

ついて、それぞれどのレベルになるまで協力す

るのか。職業訓練・技術教育の場合には、最終

的に育成する技能者レベルをどこに設定する

のか（中堅技能者、上級技能者等） 

 

照に、機関の各機能について「自立発展性が確立できた」と判

断する目安の設定。特に、協力対象機関の人材育成能力、自立

的な計画･実施能力を備えた組織運営力、変化への対応力、資

金源の確保等に留意 

・ 上記目安に照らしあわせ自立発展性の確立が認められたが、

協力期間中に社会経済ニーズの変化がみられた場合には、教

育レベルや養成する技能者レベルについて、さらに上位レベ

ルまでを協力により目指すのかの方向性を確認 
② 
国内屈指の機

関に成長する

段階まで 

・高等教育の場合には、教育と研究両面で、職業

訓練・技術教育の場合には、教育・職業訓練に

おいて、国内でどのくらいの位置づけになるま

で協力をするのか（他の教育機関あるいは職業

訓練機関のモデルになり得るまで、国内屈指の

機関に成長するまで等）。 

・協力対象機関が国内屈指の教育機関あるいは職業訓練機関にな

るまで協力する場合には、何を基準に判断する大まかな基準の

設定（入学に際しての競争率、教育機関を対象とした客観的か

つ公式な評価結果、輩出する卒業生の国家試験での合格率等）

③ 
変化に応じて

独自に機能を

強化させる能

力を有する段

階まで 

・協力対象機関が社会経済ニーズに対応すべく自

助努力により（必要に応じて産業界との連携を

通じて）新たな学科やコースを設置・独自に運

営できるようになり、かつ、これまでに日本の

協力によって得た経験を他国に還元すること

ができるようになるまで協力するのか。 

・想定レベルまで成長した協力対象機関を活用してその後どのよ

うに域内の人材育成をすすめるかについての方向性、広域案件

への方向転換の可能性を確認 
 

 

4-1-2 目標達成に必要な協力年数の設定（設定したレベルに到達するまでに何年必要か） 

 事例 4 ヶ国の経験から、協力対象機関を新たに立ち上げる段階から協力を開始した場合に

は、自立発展性が確立されるまでに 2 つの技プロの実施が目安となる。年数にすると技プロ

本体が 5 年であるため計 10 年を基本とするが、協力開始時の協力対象機関の状況（必要とさ

れる学位を取得している教員の不足や政府予算の不足等）によっては、技プロ本体終了後に

延長、さらにはフォローアップ協力やアフターケアまでを必要とする場合もあり、技プロ 1

サイクルを終了するだけで 10 年程を要することがアフリカの事例から明らかである。このた

め、協力開始時には、活用可能なリソース等を十分に確認した上で協力期間を設定する必要

がある。 

表 21 事例にみる協力期間と協力対象機関の発展段階（目安） 
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4-2 長期の協力が必要である場合の長期目標達成に至るまでのフェーズ毎の協力シナリオの設定 

事例 4 ヶ国の経験に基づき、自立発展性の確立（協力対象機関が期待される基本的な機能・能

力を身につけている状況）まで協力を行う場合と自立発展性が確立された後も、国内屈指の機関

に成長するまで、あるいは協力対象機関が変化に応じて独自に機能を強化させる能力を有する段

階までを目指してさらに協力を継続する場合に分けて、各協力期間における有効な協力シナリオ

を①協力メニュー（案件の組み合わせ）および②投入規模と投入方法の観点から提言することと

する。 
 
＜自立発展性の確立まで協力を行う場合の協力シナリオの設定＞ 

図 5 協力開始から自立発展性の確立までの協力シナリオ例 
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＜自立発展性確立後も協力を継続する場合の協力シナリオの設定＞ 

図 6 協力対象機関の自立発展性確立後も協力を継続する場合の協力シナリオ例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 




